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解答上の注意 

１．この問題冊子は、表紙を含め７枚である。 

２．問題は、問題１～問題３まである（さらに小問がある）。配点は、問題１が

80 点、問題２が 35 点、問題３が 35 点である。 

３．表裏に解答欄がある解答用紙は、問題１用と問題２用の２枚が配布されて

いる。そのほか、問題３用の解答用紙が配布されている。 

４．各解答用紙の受験番号欄に受験番号を算用数字で記入し、また試験科目欄

に「民事法系」と記入すること（問題３の解答用紙には、試験科目名の記

入は必要ありません）。なお、整理番号等その他の記入欄には記入しないこ

と。 

５．試験終了後、問題冊子及び下書き用紙は持ち帰ること。 

６．解答の際は、黒又は青のボールぺンを使用すること。 

７．試験終了後、解答用紙と貸与した六法を回収するので、指示があるまで席

を立たないこと。 

８．その他は、すべて監督者の指示に従うこと。 
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【問題１】 次の設例を読んで、下記の設問に答えなさい。 

 
［設例］ 

B は、A の所有するアパートの一室を賃借し、居住していたが、子供が成長し手狭になっ

たので、平成 22 年 8 月 10 日、C の所有する建物（以下「本件建物」という。）を 1500 万

円で買い受ける売買契約を締結した。BC 間で作成された不動産売買契約書には、本件建物

の引渡し、移転登記、所有権移転の各時期について、「B が売買代金全額を支払ったとき、

C は本件建物を B に引渡す。B が売買代金全額の支払いを完了した後は遅滞なく、B・C は

協力して本件建物について B 名義への所有権移転登記を所轄法務局に申請する。本件建物

の所有権は、売買代金全額の支払いが完了したときに、C から B に移転するものとする。」

と記載されていた。 
B は、同月 20 日に、売買代金の一部として 300 万円を C に支払った。残額 1200 万円に

ついては、BC 間の合意により、翌月 10 日に支払うこととされた。 
B は、同年 9 月 1 日、転居の準備のため、A との間のアパートの賃貸借契約を合意解約

し、同月 10 日をもって退去することとした。また B は、同月 1 日、家具店より新しい家具

を 100 万円で購入した。この家具は、本件建物に設置することを前提として購入したもの

であった。 
 

［設問］（１）（２）は、独立した問いである。 
（１）本件建物は、同年 9 月 8 日、突然超大型の竜巻に襲われて全壊した。 
同月 10 日、C は B に対して、本件建物の売買残代金 1200 万円の支払いを請求した。C

の請求は認められるか。 
 
（２）本件建物は、同年 9 月 8 日、C が引渡し前の点検に訪れた際に、煙草の火の不始末

により、全焼した。 
同月 10 日、A が、次の入居者がすでに決まっていることを理由に、B に対して直ちにア

パートからの立ち退きを求めたため、B は、アパートを退去し、新しい住居が見つかるまで

の 1 ヵ月間、家族とともに、高級ホテルのスイートルーム（1 泊 50 万円）に宿泊した。C
は、同月 8 日の時点で、B が A とのアパートの賃貸借契約をすでに合意解約し、同月 10 日

をもって退去することとなっていることを知っていた。 
B は C に対して、履行不能を理由にどのような損害の賠償を請求することができるか。 

 
 

《問題１ 以上》 

 

《次頁に続く》 
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【問題２】次の［問１］および［問２］に解答しなさい。解答は、【問題１】を

解答した用紙とは別の解答用紙に書きなさい。 

 

［問１］ 
 以下の概念について、簡潔に説明しなさい。 
 
（１）原告・被告間における主張共通の原則 
 
（２）任意的訴訟担当 
 
 
［問２］ 
 Ｘが、Ｙを被告として、貸金 500 万円の返還を求めて訴え（以下、「前訴」という）を提

起した。前訴の第１回口頭弁論期日において、Ｙは、「たしかにＸから 500 万円を借り受け

たが、すでに全額を弁済した」と主張した。審理の結果、Ｙが主張する弁済の事実は認め

られず、Ｘの請求を全部認容する旨の判決（以下、「前訴判決」という）がなされ、それが

確定した。 
 その後、Ｙが原告となり、Ｘを被告として、前訴判決で認められた貸金債務 500 万円が

存在しないことの確認を求める訴え（以下、「後訴」という）を提起した。後訴において、

Ｙが、「前訴の口頭弁論終結時以前に、Ｘが当該貸金の全額 500 万円について債務の免除を

した」と主張することが許容されるか。根拠を示して説明しなさい。なお、後訴について

確認の利益が認められることを前提に検討しなさい。 
 

 
《問題２ 以上》 

 
 

《次頁に続く》 
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【問題３】 下記の問１～問３に答えなさい。解答は、【問題３】用の解答用紙

に書きなさい。 

 

問１ 下記の 1～20 の記述が正しい場合は○を、誤っている場合は×を、解答欄に記しな

さい。なお、定款には別段の定めはないものとする。4 以下の「会社」は株式会社を指すも

のとする。 

 
1．会社の支配人が自ら営業を行うとき、行う営業が当該会社が営む事業と異なる営業であ

っても、会社の許可を受ける必要がある。 
 
2．判例によれば、会社は、その営む事業を行うために法人格を付与されているのであって、

会社の行為は、その事業としてする行為またはその事業のためにする行為以外にはあり

えない。 
 
3．持分会社の社員になろうとする者は、当該会社の設立の登記をする時までに、その出資

にかかる金銭の全額を払い込み、またはその出資にかかる金銭以外の財産の全部を給付

しなければならない。 
 
4．発行する株式の全部ではなく、一部の内容として譲渡による当該株式の取得について会

社の承認を要する旨の定款の定めを設けている会社は、会社法上、公開会社ではない。 
 
5．委員会設置会社でない取締役会設置会社は、公開会社であろうと非公開会社であろうと、

会計参与設置会社であろうとそうでなかろうと、必ず監査役を置かなければならない。 
 
6．資本金の額は、定款の絶対的記載事項である。 
 
7．株式会社の成立の時における現物出資財産の価額が、当該現物出資財産について定款に

記載・記録された価額に著しく不足するときでも、会社法第 33 条 2 項が定める検査役

の調査を経ていた場合は、すべての発起人は、当該不足額を会社に対して支払う義務を

免れる。 
 
8．会社は、発行する譲渡制限株式の内容として、株主間の株式の譲渡については特に譲渡

等承認請求の手続をとらなくても会社の承認があったものとみなすものとすることがで

きるが、その旨を定款で定めておくことが必要である。 
 

《次頁に続く》 
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9．定款を変更してその発行する全部の株式の内容として譲渡制限を付するには、当該定款

変更につき、株主全員の同意を得なければならない。 
 
10．会社の定款についても、株主名簿についても、親会社社員がその閲覧を請求するとき

は、会社法上、裁判所の許可が必要である。 
 
11．対価が金銭である取得請求権付株式の株主は、会社に分配可能額がない場合でもその

権利を行使することができるが、当該株式の取得に関する職務を行った業務執行者は、

会社に対して、その超過額を支払う義務を負う。 
 
12．会社は、相続によって当該会社の株式を取得した者に対する売渡請求をすることがで

きる旨を定款で定めることができるが、それは公開会社でない株式会社においてだけで

ある。 
 
13．新株予約権の発行が著しく不公正な方法により行われようとしており、それにより株

主が不利益を受けるおそれがあるときは、株主は、会社に対し、当該新株予約権の発行

をやめることを請求することができる。 
 
14．判例によれば、株主は、株主総会に出席する権利がある他の株主に対して株主総会招

集通知が発せられていなかった場合、自らには発せられていたとしても、株主総会決議

取消の訴えを提起することができる。 
 
15．委員会設置会社において、取締役でない執行役と会社との直接取引について、取締役

会の承認決議に賛成した取締役は、当該取引によって会社に損害が生じたときは、その

任務を怠ったものと推定される。 
 
16．監査役会設置会社において、取締役が会計監査人の報酬を定める場合には、監査役会

の同意を得なければならない。 
 
17．委員会設置会社において、取締役でない執行役は、取締役会に出席する義務を負って

おり、必要があると認めるときは意見を述べなければならない。 
 
18．株式会社を設立する新設合併においては、新設合併契約で定めた日に、その効力が発

生する。 
 

《次頁に続く》 
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19．株式会社間の吸収分割において、吸収分割会社が吸収分割承継会社の特別支配会社で

ある場合は、吸収分割承継会社の株主総会による吸収分割契約の承認決議を要しない。 
 
20．公開会社でない株式会社においては、その株式を六ヶ月前から有していない株主であ

っても、役員の解任の訴えを提起することができる。 
 
 
問２ 会社法 429 条 1 項に定められた取締役の第三者に対する責任に関する次の 21～25
の各記述が、最高裁判所の判例に照らして、正しい場合は○を、誤っている場合は×を、

解答欄に記しなさい。 
 
21．会社法 429 条 1 項は、取締役が対外的の業務執行につき第三者に対し不法行為によっ

て損害を与えた場合の規定である。 
 
22．代表取締役が、他の代表取締役その他の者に会社業務の一切を任せきりとし、その業

務執行に何等意を用いることなく、ついにはそれらの者の不正行為ないし任務懈怠を看

過するに至るような場合には、悪意または重大な過失により任務を怠ったものとして、

会社法 429 条 1 項の責任を負う。 
 
23．会社法 429 条 1 項により第三者が追及できる損害には、取締役の任務懈怠により会社

に損害が生じ、ひいて第三者に生じた損害についても含まれるが、この場合には第三者

に生じた損害と取締役の任務懈怠との間に相当因果関係のあることを要しない。 
 
24．会社法 429 条 1 項により取締役が第三者に対して損害賠償の責めに任ずる場合におい

て、その第三者にも過失があるときは、民法 722 条 2 項の類推適用により、過失相殺が

認められる。 
 
25．取締役を辞任した者が、登記申請権者である株式会社の代表者に対し、辞任登記を申

請しないで不実の登記を残存させることにつき明示的承諾を与えていたなどの特段の事

情が存する場合には、当該取締役を辞任した者は、会社法 908 条 2 項の類推適用により、

善意の第三者に対して当該株式会社の取締役でないことをもって対抗することができな

い結果、会社法 429 条 1 項にいう役員等として所定の責任を免れることはできない。 
 
 

《次頁に続く》 
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問３ 公開会社の代表取締役が取締役会決議に基づいてなした新株発行において、次の①

または②の事情が認められる場合、会社法 828 条 1 項 2 号の株式の発行の無効の訴えの無

効原因となるかについて、最高裁判所はどのような見解をとるか。 

 

①当該新株発行が著しく不公正な方法による発行であったと認められる場合であって、会

社法 201 条 3 項、4項の定める通知・公告がなされている場合。 

 

②当該新株発行が著しく不公正な方法による発行であったと認められる場合であって、会

社法 201 条 3 項、4項の定める通知・公告がなされていない場合。 

 
 

 

《問題３ 以上》 

 
 

《民事法系問題 以上》 



【出題意図】 
  
問題１ 
本問は、契約の履行不能によって生じる民法上の問題について、基本的理解がなされて

いるか否かを問うものである。設問（１）では、危険負担における危険の移転時期が問わ

れており、設問（２）では、債務者に帰責事由が認められる場合における損害賠償の範囲

が問われている。いずれも、論点について、設例及び設問に示された事実を踏まえた論述

が求められている。 
 
 
問題２ 
［問１］ 弁論主義と当事者適格についての基本的な理解を問う問題である。 
 
［問２］ 既判力の作用についての基本的な理解を問う問題である。 
 
 
問題３ 
問１および問２は、会社法の諸規定や最高裁判例の正確な理解を問う択一問題である。

問３は、①最判平成 6 年 7 月 14 日判時 1512 号 178 頁および②最判平成 9 年 1 月 28 日民

集 51 巻 1 号 71 頁の判示内容を問う問題である。各判例が示す判断基準とその理由づけを

指摘することが求められる。 
 


